
平成 14年 3月期 決算短信 (連結)  平成 14年  5月 24日

上   場   会   社   名       若築建設株式会社 上場取引所 東

コード番号       1888 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.wakachiku.co.jp/） 東京都

問合せ先  責任者役職名 経理部長

　　　氏        名　　　　　　　　　　　　　　福　島　　章　雄 TEL (03) 3492 - 0273
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 24日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切り捨て）

　　売    上    高 　　　営  業  利  益     経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 114,139 △ 15.1 3,359 △ 16.3 2,782 △ 18.6

13年  3月期 134,365 △ 3.4 4,015 △ 24.0 3,417 △ 31.4

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 682 - 5.29 - 1.8 1.8 2.4

13年  3月期 △ 6,263 - △ 48.55 - △ 15.7 2.0 2.5

(注)①持分法投資損益 14年  3月期             △39 百万円          13年  3月期          △4,513 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　           14年  3月期   128,977,170 株　　           　13年  3月期   129,025,975 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 144,315 37,218 25.8 288.62

13年  3月期 170,562 37,760 22.1 292.71

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期   128,952,404 株　　　13年  3月期   129,003,010 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 1,553 1,732 2,024 16,929

13年  3月期 △ 3,086 2,965 395 11,616

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  5　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　売　　上　　高 　　　経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 32,800 0 △ 700

通　　期 111,000 2,700 500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 3円   90銭
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添付資料１．企業集団の状況

当グループは、当社、子会社７社、関連会社３社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業

の内容としている。

当グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりである。

建 設 事 業 当社は総合建設業を営んでおり、連結子会社である㈱九創、新総建設㈱､大丸防音㈱

と他２社が施工協力を行い、当社は工事の一部を発注している。

不動産事業等 当社は不動産事業等を営んでおり、連結子会社である㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、㈱都市空間

(旧若築不動産㈱)と他１社、並びに持分法適用関連会社である田浦開発㈱､門司港開

発㈱が同様に不動産事業等を営み、当社は㈱都市空間等に不動産の一部の管理を委

託し、田浦開発㈱､門司港開発㈱から工事の一部を受注している。

事業の系統図は次のとおりである。

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

工事の施工   不動産の販売・賃貸

不動産の賃貸

連結子会社

連結子会社

非連結子会社

非連結子会社

関連会社

田 浦 開 発 ㈱

門 司 港 開 発 ㈱

不

動

産

事

業

等

㈱ 都 市 空 間

㈱ レ ッ ク

当　　　　　　　　　　　社

建　　設　　事　　業 不動産事業等

㈱ ﾍ ﾙ ｽ ｴ ﾝ ﾀ ｰ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｽ ﾞ

工事の施工

㈱ 九 創

新 総 建 設 ㈱

大 丸 防 音 ㈱

タ イ 若 築 ㈱

旭 建 設 ㈱

建

設

事

業

関連会社
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は「良質の建設サービスを安全かつ経済的に顧客に提供し、社会に貢献する」ことを企業理念として掲

げ、長期的に安定して存続・発展していく企業を目指して、更に、経営の効率化・合理化を推進し、経営体質

の改善と業績の安定的向上に努めております。

この企業理念は子会社、関連会社についても同様であり、グループの力を結集して、顧客の満足を得られる

よう、努力してまいります。

（２）会社の利益配分に関する事項

株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと捉え、長期安定的な配当の継続を利益配分の基本にする

とともに、健全な経営基盤の維持を目的とした財務体質の更なる改善と、競争力の強化のための技術開発に資

するため、内部留保の充実に努めてまいります。

（３）会社の対処すべき課題

当社は厳しい事業環境に対処するため、「企業体力の強化とその充実」を第一命題として、環境変化に対応

した営業活動を再構築し、全社レベルで技術力の向上を図り、激変する環境下で柔軟でスピーディな対応を心

がけ、全社一丸となって目標達成に向けて邁進していく所存でございます。

（４）会社の中長期的な経営戦略

平成13年度からの3カ年計画として「第13次長期計画」を策定いたしました。その内容は、受注の安定的な確保

を目的とした、発注者への技術提案力の強化及び民間への積極的な営業の展開であります。

また、生産性の向上を図るための現場支援体制の強化、環境マネジメントシステム(ＩＳＯ14001)の積極的な認

証取得を推進しております。これにより環境保全活動を実践し、さらには災害対応等の社会的ニーズの高い技術開

存じます。発研究も推進し、施工を通じ地域社会及び環境に貢献できる企業を目指してまいりたいと

３．経営成績及び財政状態

（１） 経営成績

① 当期の概況

当期におけるわが国経済は、個人消費の冷え込みや企業収益の悪化により国内需要が低迷し、民間設備投

資も大幅に落ち込みました。更には米国で発生した同時多発テロ事件により世界経済に対する先行き不透明

感が一層高まり、全体として非常に厳しい状況のまま推移いたしました。

当グループはこのような状況の下で懸命の努力を続けてまいりましたが、売上高は1,141億円と前連結会

計年度に比べ202億円(△15.1%)の減収となりました｡

損益につきましては、完成工事高の減少により、営業利益は33億円と前連結会計年度に比べ6億円(△16.3

%)、経常利益は27億円と前連結会計年度に比べ6億円(△18.6%)の減益となりました。更に、金融商品会計に

よる有価証券の評価損を計上し、当期純利益は6億円(前連結会計年度は62億円の損失)となりました。

なお、当期の配当金（当社）については、当期の業績や今後の経営環境等を勘案して、１株につき年３円

の普通配当の予定であります。

事業の種類別セグメントごとの業績を示すと次のとおりであります。(事業の種類別セグメントごとの業

績については、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しています。)
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（建設事業）

建設事業を取り巻く環境は、公共投資の抑制と民間建築工事の受注競争の激化により、引き続き厳しいも

のとなりました。その結果、当グループの建設事業の売上高は1,092億円と前連結会計年度に比べ228億円

(△17.3%)の減収となりました。営業利益は、22億円と前連結会計年度に比べ9億円(△30.2%)の減益となり

ました。

（不動産事業等）

不動産事業を取り巻く環境も依然として厳しい状況であり、市況は低迷したままであります。そのなかで、

賃貸を中心に堅実な営業活動を行いました。当グループの不動産事業等の売上高は海上輸送業務等の貢献も

あり、49億円と前連結会計年度に比べ25億円(＋108.5%)の増収、営業利益は11億円と前連結会計年度に比べ

3億円(＋37.3%)の増益となりました。

② 次期の見通し

今後の見通しにつきましては、わが国経済は輸出に回復の兆しが見られ、景気が底を打ち回復基調に向か

うことが期待されるものの、依然として厳しい雇用情勢から個人消費は低迷が続くと予想され、内需回復へ

の動きは鈍く、厳しい状況は変わらないものと思われます。

建設事業におきましては公共投資の減少傾向は変わらず、不動産事業等におきましても、市況の急速な回

復は難しいものと考えております。

当社といたしましては、技術力の向上による受注の拡大、現場支援体制の強化及び業務の効率化による原

価の低減を目指し、競争力の強化を図っていく所存であります。

これらの状況を踏まえ、当グループの平成15年3月期の業績予想につきましては、売上高1,110億円、経常

利益27億円、また純利益5億円を予定しております。

なお、配当金（当社）につきましては、１株につき年3円を予定しております。

（２） 財政状態

当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローの安定化を図りながら、財務体質の改善・資産の効率化に取

り組んでおります。

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュフローについては、経費削減に努めたことや、売上債権の減

少等の結果、15億円の資金の増加（前連結会計年度は30億円の資金の減少）となりました。

投資活動によるキャッシュフローについては、投資有価証券・固定資産等の売却により、17億円（前連結

会計年度は29億円）の資金の増加となりました。

財務活動によるキャッシュフローについては、長期借入金の約定返済があったものの、主に長期借入金の

借入れにより、20億円（前連結会計年度は3億円）の資金の増加となりました。

これにより、「現金及び現金同等物期末残高」は期首残高から53億円（前連結会計年度は2億円）増加し、

169億円(前連結会計年度は116億円)となりました。
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連結貸借対照表４－(１).

（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在） 比較増減(△)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産

現 金 預 金 ※3 11,812 17,102 5,289

受取手形・完成工事未収入金等 ※6 46,714 33,462 △ 13,251

販 売 用 不 動 産 ※3 11,408 11,782 373

未 成 工 事 支 出 金 29,252 17,726 △ 11,526

不 動 産 事 業 等 支 出 金 5,380 6,775 1,395

繰 延 税 金 資 産 2,156 2,439 283

そ の 他 流 動 資 産 9,644 6,084 △ 3,560

貸 倒 引 当 金 △ 478 △ 759 △ 281

流 動 資 産 合 計 115,891 67.9 94,613 65.6 △ 21,278

Ⅱ 固 定 資 産

１．有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物 ※3 12,858 12,816 △ 41

機械・運搬具・工具器具備品 6,081 6,007 △ 73

船 舶 7,108 7,098 △ 9

土 地 ※2･3 24,365 23,089 △ 1,276

建 設 仮 勘 定 － 4 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,147 △ 16,275 △ 127

有 形 固 定 資 産 計 34,265 32,741 △ 1,524

２．無 形 固 定 資 産 141 125 △ 15

３．投 資 等

投 資 有 価 証 券 ※1 11,069 7,803 △ 3,266

長 期 繰 延 税 金 資 産 6,175 6,295 119

そ の 他 投 資 等 4,781 4,494 △ 287

貸 倒 引 当 金 △ 1,763 △ 1,756 6

投 資 等 計 20,263 16,835 △ 3,428

固 定 資 産 合 計 54,671 32.1 49,702 34.4 △ 4,968

資 産 合 計 170,562 100 144,315 100 △ 26,246
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（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

（平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在） 比較増減(△)

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 ※ 6 51,825 35,782 △ 16,043

短 期 借 入 金 ※3 25,315 32,467 7,152

未 払 法 人 税 等 220 1,221 1,001

未 成 工 事 受 入 金 等 21,322 10,721 △ 10,601

賞 与 引 当 金 973 934 △ 38

完 成 工 事 補 償 引 当 金 44 46 1

そ の 他 流 動 負 債 5,092 4,977 △ 115

流 動 負 債 合 計 104,794 61.4 86,151 59.7 △ 18,642

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金 ※3 14,369 9,632 △ 4,736

退 職 給 付 引 当 金 6,761 6,726 △ 35

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 680 284 △ 396

再評価に係る繰延税金負債※2 1,743 1,291 △ 451

持 分 法 適 用 に 伴 う 負 債 3,255 1,872 △ 1,383

そ の 他 固 定 負 債 896 877 △ 19

固 定 負 債 合 計 27,707 16.3 20,684 14.3 △ 7,022

負 債 合 計 132,501 77.7 106,836 74.0 △ 25,665

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 300 0.2 260 0.2 △ 39

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 15,431 9.0 15,431 10.7 －

Ⅱ 資 本 準 備 金 16,080 9.4 16,080 11.1 －

Ⅲ 再 評 価 差 額 金 ※2 2,407 1.4 1,783 1.2 △ 623

Ⅳ 連 結 剰 余 金 3,686 2.2 4,605 3.2 918

Ⅴ その他有価証券評価差額金 237 0.1 △ 594 △ 0.4 △ 831

Ⅵ 自 己 株 式 △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 0

Ⅶ 子会社の所有する親会社株式 ※3 △ 82 △ 0.0 △ 87 △ 0.0 △ 4

資 本 合 計 37,760 22.1 37,218 25.8 △ 477

170,562 100 144,315 100 △ 26,246負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計
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連結損益計算書４－(２).
（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成12年4月1日 自 平成13年4月1日
（ ） （ ） 比較増減(△)
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比

Ⅰ 売 上 高 ％ ％

完 成 工 事 高 132,038 109,183

不動産事業等売上高 2,326 134,365 100 4,955 114,139 100 △ 20,225

Ⅱ 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 123,523 102,221

不動産事業等売上原価 1,177 124,700 92.8 3,474 105,695 92.6 △ 19,005

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 8,515 6,962

不動産事業等総利益 1,149 9,664 7.2 1,481 8,444 7.4 △ 1,220

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 5,649 4.2 5,084 4.4 △ 564

営 業 利 益 4,015 3.0 3,359 3.0 △ 655

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 144 100

受 取 配 当 金 149 89

そ の 他 128 422 0.3 184 374 0.3 △ 48

Ⅴ 営 業 外 費 用

支 払 利 息 919 885

持分法による投資損失 69 39

そ の 他 31 1,020 0.8 27 952 0.8 △ 68

経 常 利 益 3,417 2.5 2,782 2.5 △ 635

Ⅵ 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 174 151

投資有価証券売却益 100 303

そ の 他 特 別 利 益 3 277 0.2 82 537 0.5 260

Ⅶ 特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 137 91

固 定 資 産 売 却 損 77 179

投資有価証券売却損 522 －

有 価 証 券 評 価 損 2,382 545

割 増 退 職 金 136 275

販売用不動産評価損 920 －

3,262 －退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 償 却 額

持分法による投資損失※3 4,444 －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,150 328

ゴルフ会員権評価損 660 －

そ の 他 特 別 損 失 287 13,981 10.4 149 1,571 1.4 △ 12,410

－ 1,748 1.6 1,748税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

10,286 △ 7.7 － △ 10,286税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失

324 1,350法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額 △ 4,380 △ 4,055 △ 3.0 △ 255 1,094 1.0 5,150

少 数 株 主 利 益 32 0.0 － △ 32

少 数 株 主 損 失 － 28 0.0 28

当 期 純 利 益 － 682 0.6 682

当 期 純 損 失 6,263 △ 4.7 － △ 6,263
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連結剰余金計算書４－(３).

（単位：百万円）

年 度 別 前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日
（ ） （ ） 比較増減(△)
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

科 目 金 額 金 額

Ⅰ 連結剰余金期首残高 10,647 3,686 △ 6,961

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高

再評価差額金取崩額 － － 623 623 623

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高

株 主 配 当 金 645 386

役 員 賞 与 金 52 697 0 387 △ 310

Ⅲ 当 期 純 利 益 － 682 682

当 期 純 損 失 6,263 － △ 6,263

Ⅳ 連結剰余金期末残高 3,686 4,605 918
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連結キャッシュ・フロー計算書４－(４).

（単位：百万円）
前連結会計年度 当連結会計年度

年 度 別 自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年4月1日
（ ） （ ） 比較増減(△)
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

金 額 金 額
科 目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
△ １０,２８６ １,７４８ １２，０３５税金等調整前当期純利益

９９３ ８６７ △ １２５減価償却費

４５１ ２７４ △ １７７貸倒引当金の増加・減少(△)額

３,３８０ △ ３５ △ ３，４１５退職給付(給与)引当金の増加･減少(△)額

△ ３０７ △ ４３２ △ １２５その他引当金の増加・減少(△)額

△ ２９３ △ １８９ １０４受取利息及び受取配当金

９１９ ８８５ △ ３３支払利息

４,５１３ ３９ △ ４，４７４持分法による投資損失・利益(△)

４２２ △ ２９８ △ ７２０有価証券・投資有価証券売却損･益（△）

２,３８２ ５４５ △ １，８３６有価証券・投資有価証券評価損･益（△）

１０６ １９７ ９１固定資産除売却損・益(△)

△ ５,９３０ １３,２５１ １９，１８１売上債権の減少・増加(△)額

３,５３９ １１,５２６ ７，９８７未成工事支出金の減少・増加（△）額

△ ３７０ △ １,６３０ △ １，２５９たな卸資産の減少・増加(△)額

４,１２５ △ １６,０４３ △ ２０，１６８仕入債務の増加・減少(△)額

△ ４,３６７ △ １０,６０１ △ ６，２３３未成工事受入金の増加・減少（△）額

△ ２,０８１ ３,７９１ ５，８７３その他資産の減少・増加(△)額

２,１４７ △ １,４７０ △ ３，６１７その他負債の増加・減少(△)額

６１１ １６８ △ ４４３その他

△ ４４ ２,５９６ ２，６４０小 計

２８２ １９５ △ ８６利息及び配当金の受取額

△ ９０１ △ ８９８ ３利息の支払額

△ ２,４２２ △ ３４０ ２，０８１法人税等の支払額

△ ３,０８６ １,５５３ ４，６３９営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ ４ ― ４有価証券の取得による支出

６６ ― △ ６６有価証券の売却による収入

△ ６７５ △ １,００２ △ ３２７有形固定資産の取得による支出

１８０ １,２２３ １，０４３有形固定資産の売却による収入

△ １８５ △ ２３０ △ ４４投資有価証券の取得による支出

３,４１２ １,７６６ △ １，６４６投資有価証券の売却による収入

△ ５１７ △ ４６４ ５２貸付けによる支出

５１２ １７１ △ ３４０貸付金の回収による収入

１７７ ２６９ ９１その他

２,９６５ １,７３２ △ １，２３３投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
３,７２３ △ １,６０９ △ ５，３３３短期借入金純増加・減少（△）額

１,３６０ ９,１１１ ７，７５０長期借入れによる収入

△ ４,０４０ △ ５,０８５ △ １，０４４長期借入金の返済による支出

△ ６４７ △ ３９０ ２５６配当金の支払額

０ △ ０ △ ０その他

３９５ ２,０２４ １，６２９財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ △ ０ １ ２現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ ２７４ ５,３１２ ５，０３７現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

Ⅵ １１,３４１ １１,６１６ ２７４現金及び現金同等物期首残高

Ⅶ １１,６１６ １６,９２９ ５，３１２現金及び現金同等物期末残高



- 9 -

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 当連結会計年度
項 目 自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

1.連結の範囲に関する 連結子会社数 ５社 連結子会社数 ５社
事項 ㈱九創 新総建設㈱ 大丸防音㈱ ㈱九創 新総建設㈱ 大丸防音㈱

㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 若築不動産㈱ ㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ ㈱都市空間
若築不動産㈱は、平成13年9月1日に㈱都

市空間に社名変更した。

非連結子会社数 ２社 非連結子会社数 ２社
タイ若築㈱ ㈱レック 同 左
非連結子会社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び剰余金（持分に見合う
額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響
を及ぼしていない。

2.持分法の適用に関す 持分法適用会社数 関連会社 ２社 同 左
る事項 持分法適用の関連会社名並びに持分法非適

用の非連結子会社名及び関連会社名は次のと
おり。
持 分 法 適 用 の 関 連 会 社 名
田浦開発㈱ 門司港開発㈱
持分法非適用の非連結子会社名
タイ若築㈱ ㈱レック
持分法非適用の関連会社名
旭建設㈱
上記の持分法非適用の非連結子会社及び関

連会社は、それぞれ連結純損益及び連結剰余
金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用から除
外している。

3.連結子会社の事業年 連結子会社の決算日は当社と同一である。 同 左
度等に関する事項

4.会計処理基準に関す
る事項
(1)重要な資産の評 有価証券の評価基準及び評価方法 有価証券の評価基準及び評価方法

価基準及び評価 満期保有目的債券 満期保有目的債券
方法 償却原価法(定額法) 同 左

その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法 同 左

（評価差額は全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定し
ている)

時価のないもの 時価のないもの
移動平均法による原価法 同 左

たな卸資産の評価基準及び評価方法 たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金 個別法による原価法 同 左
不動産事業等支出金 個別法による原価法
販売用不動産 個別法による原価法
材料貯蔵品 最終仕入原価法によ
(その他流動資産) る原価法

(2)重要な減価償却 有形固定資産 有形固定資産
資産の減価償却 主として建物については定額法、その他に 同 左
方法 ついては定率法によっている。なお、耐用年

数及び残存価額については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっている。

(3)重要な引当金の 貸倒引当金 貸倒引当金
計上基準 債権の貸倒損失に備えて、一般債権につい 債権の貸倒損失に備えて、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案 の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上している。 し、回収不能見込額を計上している。
なお、破産債権、更生債権等（その他投資 なお、破産債権、更生債権等（その他投資

等）については、債権額から担保の評価額及 等）については、債権額から担保の評価額及
び保証による回収が可能と認められる額を控 び保証による回収が可能と認められる額を控
除した残額を取立不能見込額として債権額か 除した残額を取立不能見込額として債権額か
ら直接減額しており、その金額は3,962百万円 ら直接減額しており、その金額は642百万円で
である。 ある。

完成工事補償引当金 完成工事補償引当金
完成工事の瑕疵補修費の支出に備えて、将 同 左

来の見積補修額を計上している。
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前連結会計年度 当連結会計年度
項 目 自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

退職給付引当金 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会 従業員及び執行役員の退職給付に備えるた

計年度末における退職給付債務及び年金資産 め、当連結会計年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上している。 及び年金資産の見込額に基づき計上してい
会計基準変更時差異は、当連結会計年度に る。

おいて一括費用処理している。 なお、数理計算上の差異は、各連結会計年
数理計算上の差異は、その発生時の従業員 度の発生時における従業員の平均残存勤務期

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年) 間以内の一定の年数(10年)による定額法によ
による定額法により翌連結会計年度から費用 り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
処理することとしている。 度から費用処理することとしている。

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金
当社は、役員の退職慰労金の支出に備えて 同 左

内規に基づく期末要支給額を計上している。

(4)重要なリース取引 リース物件の所有権が借主に移転すると認 同 左
の処理方法 められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

(5)重要なヘッジ会計 金利スワップはその要件を満たしているた
の方針 め特例処理を採用している。

(6)その他連結財務諸 長期大型工事の収益計上基準 長期大型工事の収益計上基準
表作成のための重 長期大型(工期1年以上かつ請負金額10億円 長期大型(工期1年以上かつ請負金額10億円
要な事項 以上)の工事については、工事進行基準を適 以上)の工事については、工事進行基準を適

用しており、完成工事高は28,326百万円であ 用しており、完成工事高は23,563百万円であ
る。 る。

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計 同 左

処理は、税抜方式によっている。

5.連結子会社の資産及 連結子会社の資産及び負債の評価は全面時 同 左
び負債の評価に関す 価評価法によっている。
る事項

6.連結調整勘定の償却 連結調整勘定は金額が僅少なため発生年度 同 左
に関する事項 に全額償却した。

7.利益処分項目等の取 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分 同 左
扱いに関する事項 について連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいて作成されている。

8.連結 ﾌﾛｰ計算 連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書における資金(現金及 同 左キャッシュ・
書における資金の範 び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し
囲 可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３か月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなる。

表示方法の変更

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

「特別修繕引当金」(当連結会計年度末残高24百万円)
は、 従来区分掲記していたが、当連結会計年度から
「その他固定負債」に含めて表示することに変更した。

「持分法適用に伴う負債」(前連結会計年度末残高267百
万円)は、前連結会計年度まで「その他固定負債」に含め
て表示していたが、当連結会計年度から重要性を鑑み、区
分掲記した。

「投資有価証券売却損」(当連結会計年度金額4百万円)
及びゴルフ会員権評価損(当連結会計年度金額39百万円)
は、従来区分掲記していたが、当連結会計年度から「そ
の他特別損失」に含めて表示することに変更した。
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追加情報

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

(退職給付会計)
当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職

給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成10年6月16日)）を適用している。
この結果、従来の方法によった場合に比べ、退職給付

に係る費用が3,311百万円増加し、営業利益、経常利益
は49百万円減少し、税金等調整前当期純損失は、3,311
百万円増加している。
また、退職給与引当金のうち従業員分(前連結会計年

度末残高3,381百万円)については退職給付引当金に含め
て表示し、役員分(前期末残高563百万円)については役
員退職慰労引当金として表示している。
なお、セグメント情報に与える影響は軽微のため、記

載を省略している。

(金融商品会計)
当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融

商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計
審議会 平成11年1月22日)）を適用している。この結果、
従来の方法によった場合に比べ、営業利益、経常利益は
117百万円減少し、税金等調整前当期純損失は792百万円
増加している。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討

し、満期保有目的の債券及びその他有価証券は、投資有
価証券として表示している。
この結果、流動資産の有価証券は7,347百万円減少し、

投資有価証券は7,347百万円増加している。
なお、セグメント情報に与える影響は軽微のため、記

載を省略している。

(外貨建取引等会計基準)
当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基

準(「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣
(企業会計審議会 平成11年10月22日))を適用している。
なお、この変更による影響はない。
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注 記 事 項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額 ※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額
は、次のとおりである。 は、次のとおりである。

投資有価証券（株式） 344百万円 投資有価証券（株式） 305百万円

※２ 当社は、当連結会計年度において土地の再評価に ※２ 当社は、土地の再評価に関する法律（平成10年3
関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及 月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す
び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法 る法律の一部を改正する法律（平成13年3月31日
律（平成13年3月31日公布法律第19号）に基づき、 公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評
事業用の土地の再評価を行っている。なお、評価 価を行っている。なお、評価差額については当該
差額については当該評価差額に係る税金相当額を 評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に 税金負債」として負債の部に計上し、これを控除
計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」 した金額を「再評価差額金」として資本の部に計
として資本の部に計上している。これに伴い、再 上している。
評価を行わない場合に比べ、資産の部が4,150百万
円、負債の部が1,743百万円、資本の部が2,407百
万円増加している。

・再評価の方法 ・再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月3 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月3
1日公布政令第119号）及び土地の再評価に関する 1日公布政令第119号）及び土地の再評価に関する
法律施行令の一部を改正する政令（平成11年3月3 法律施行令の一部を改正する政令（平成11年3月3
1日公布政令第125号）第2条第3号に定める地方税 1日公布政令第125号）第2条第3号に定める地方税
法に規定する固定資産税の課税価格の基礎となる 法に規定する固定資産税の課税価格の基礎となる
価額及び同条第1号に定める地価公示法の規定に 価額及び同条第1号に定める地価公示法の規定に
より公示された価格等に合理的な調整を行って算 より公示された価格等に合理的な調整を行って算
出している。 出している。

・再評価を行った日 平成13年3月31日 ・再評価を行った日 平成13年3月31日
・当該事業用土地の再評価前の帳簿価額 20,051百万円 ・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価
・当該事業用土地の再評価後の帳簿価額 24,202百万円 後の帳簿価額との差額 947百万円

※３ このうち、下記のとおり担保に供している。 ※３ このうち、下記のとおり担保に供している。

(1)(ｲ) 担保差入資産 (1)(ｲ) 担保差入資産
百万円 百万円

販 売 用 不 動 産 419 販 売 用 不 動 産 422
建 物 912 建 物 888
土 地 2,051 土 地 1,545
投 資 有 価 証 券 34
子会社の所有する 子会社の所有する44 44親 会 社 株 式 親 会 社 株 式

計 3,463 計 2,901

(ﾛ) 担保付債務 (ﾛ) 担保付債務
百万円 百万円

短 期 借 入 金 100 短 期 借 入 金 100
長 期 借 入 金 4,459 長 期 借 入 金 3,749
（１年以内返済予定額を含む） （１年以内返済予定額を含む）

(2) 上記の他、定期預金153百万円を第三者の借入金 (2) 上記の他、定期預金134百万円を第三者の借入金
153百万円の担保に供している。 134百万円の担保に供している。

４ 保証債務 ４ 保証債務
連結会社以外の下記の相手先の金融機関等からの借入 連結会社以外の下記の相手先の金融機関等からの借入
に対し、債務保証を行っている。 に対し、債務保証を行っている。

百万円 百万円
田浦開発株式会社 3,006 門司港開発株式会社 2,601
門司港開発株式会社 2,747 2,500北 九 州 市 吉 志 土 地 区 画 整 理 組 合

1,900 375北 九 州 市 吉 志 土 地 区 画 整 理 組 合 全国漁港漁村振興漁業協同組合連合会
387 そ の 他 187全国漁港漁村振興漁業協同組合連合会

そ の 他 200 計 5,664
計 8,241

門司港開発株式会社への保証債務の一部は連帯
門司港開発株式会社への保証債務の一部は連帯 保証であり、当社負担額を記載している。
保証であり、当社負担額を記載している。 また、田浦開発㈱に対する保証債務2,450百万

円については、その全額を「持分法適用に伴う
負債」として認識し、当社債権に係る部分は相
殺消去しているため、上記の保証債務より除外
している。

百万円 百万円
５ このほか受取手形割引高 283 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 515 受取手形割引高 260
受取手形裏書譲渡高 125
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前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

※６ 当連結会計年度末日が休日（金融機関の休業日） ※６ 当連結会計年度末日が休日（金融機関の休業日）
につき、連結会計年度末日満期手形を交換日に入 につき、連結会計年度末日満期手形を交換日に入
・出金の処理をする方法によった。 ・出金の処理をする方法によった。
当連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおり 当連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおり
である。 である。

百万円 百万円
受取手形 1,349 受取手形 504
受取手形裏書譲渡高 24 受取手形裏書譲渡高 46
受取手形割引高 38 受取手形割引高 15
支払手形 103 支払手形 157

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日

( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで ※１ このうち、主要な費目及び金額は、次のとおりで
ある。 ある。

百万円 百万円
従業員給料手当 1,876 従業員給料手当 1,787
賞与引当金繰入額 233 賞与引当金繰入額 181
退職給付費用 214 退職給付費用 248
役員退職慰労引当金繰入額 124 役員退職慰労引当金繰入額 53
貸倒引当金繰入額 214 地代家賃 521

２ 研究開発費 ２ 研究開発費
一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開
発費は、328百万円である。 発費は、333百万円である。

※３ 関係会社の事業に係る損失見込額のうち、当社の
持分相当額である。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月１日 自 平成13年4月1日( ) ( )至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に
掲記されている科目の金額との関係 掲記されている科目の金額との関係

（平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）
百万円 百万円

現金預金勘定 11,812 現金預金勘定 17,102
預入期間が３か月を超える定期預金 △ 221 預入期間が３か月を超える定期預金 △ 197
取得日から３か月以内に償還期限の 取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資(その他流動資産) 25 到来する短期投資(その他流動資産) 25
現金及び現金同等物 11,616 現金及び現金同等物 16,929
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(セグメント情報)
１．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(平成12年4月1日～平成13年3月31日) (単位：百万円)
消去又は建設事業 計 連 結不 動 産 事 業 等 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

132,038 2,326 134,365 － 134,365(1) 外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高

－ 54 54 ( 54) －(2)
又 は 振 替 高

132,038 2,380 134,419 ( 54) 134,365計
128,848 1,555 130,404 ( 54) 130,350営 業 費 用
3,189 825 4,015 － 4,015営 業 利 益

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
108,511 40,028 148,540 22,021 170,562資 産

840 153 993 － 993減 価 償 却 費
948 83 1,032 － 1,032資 本 的 支 出

当連結会計年度(平成13年4月1日～平成14年3月31日) (単位：百万円)
消去又は建設事業 計 連 結不 動 産 事 業 等 全 社

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

109,183 4,955 114,139 － 114,139(1) 外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高

42 8 51 ( 51) －(2)
又 は 振 替 高

109,226 4,964 114,191 ( 51) 114,139計
106,999 3,831 110,831 ( 51) 110,779営 業 費 用
2,226 1,133 3,359 － 3,359営 業 利 益

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
79,124 40,880 120,005 24,310 144,315資 産

730 136 867 － 867減 価 償 却 費
609 380 990 － 990資 本 的 支 出

(注) 1. 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容
(1) 事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。
(2) 各区分に属する主要な事業の内容

建 設 事 業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業
不動産事業等：不動産の賃貸・販売・管理に関する事業他

2. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度22,021百万
円、当連結会計年度24,310百万円である。その主なものは、連結財務諸表提出会社での余資
運用資金（現金預金）及び長期投資資金（投資有価証券等）である。

２．所在地別セグメント情報

(平成12年4月1日～平成13年3月31日)及び前連結会計年度
当連結会計年度(平成13年4月1日～平成14年3月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載をしていない。

３．海 外 売 上 高

(平成12年4月1日～平成13年3月31日)及び前連結会計年度
当連結会計年度(平成13年4月1日～平成14年3月31日)

海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略した。
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（リース取引関係）
前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

リース物件の所有権
が借主に移転すると認
められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取
引

取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高1. リース物件の取得
相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額価額相当額、減価償

運 搬 具 百万円 百万円 百万円 運 搬 具 百万円 百万円 百万円却累計額相当額及び ･ ･
期末残高相当額 417 248 168 263 141 122工具器具 工具器具

備 品 備 品

80 63 17 9 3 5そ の 他 そ の 他

497 311 185 272 144 128合 計 合 計

取得価額相当額の算定は、有形固定 同 左
資産の期末残高等に占める未経過リー
ス料期末残高の割合が低いため、支払
利子込み法によっている。

１年内 92 百万円 １年内 57 百万円
１年超 93 １年超 70

計 185 計 128

2. 未経過リース料期 未経過リース料期末残高相当額の算 同 左
末残高相当額 定は、有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利子込
み法によっている。

3. 支払リース料及び 支 払 リ ー ス 料 105 百万円 支 払 リ ー ス 料 96 百万円
減価償却費相当額 減価償却費相当額 105 百万円 減価償却費相当額 96 百万円

4. 減価償却費相当額 リース期間を耐用年数とし、残存価 同 左
の算定方法 額を零とする定額法によっている。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成13年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発
生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円 百万円
貸倒引当金 2,317 2,567
賞与引当金 147 259
未払事業税 16 97
退職給付引当金 2,039 2,002
棚卸資産の未実現利益の消去 1,240 1,240
持分法適用に伴う負債 1,333 753
その他有価証券評価差額金 - 427
その他 1,603 1,581

繰延税金資産小計 8,697 8,928
評価性引当額 189 189△ △
繰延税金資産合計 8,508 8,739
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 171 -△
その他 9 8△ △

繰延税金負債合計 181 8△ △
繰延税金資産の純額 8,327 8,731
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（有価証券関係）

（前連結会計年度）

有 価 証 券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在）
（単位 百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
(1)時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの
地方債 ０ ０ ０
その他 ６９ ６９ ０

小 計 ６９ ６９ ０
(2)時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの
地方債 － － －
その他 － － －

小 計 － － －
合 計 ６９ ６９ ０

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在）
（単位 百万円）

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額
(1)連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
株式 ４,３８１ ５,３０６ ９２５

小 計 ４,３８１ ５,３０６ ９２５
(2)連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
株式 ４,１９１ ３,６７５ △ ５１５

小 計 ４,１９１ ３,６７５ △ ５１５
合 計 ８,５７２ ８,９８１ ４０９

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成12年4月1日 至平成13年3月31日）

（単位 百万円）
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

３,１６３ １００ ５２２

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成13年3月31日現在）
(1)満期保有目的の債券

非公募特別債 ５２６百万円

(2)その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） １,１２４百万円
その他 ４７

５．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
（平成13年3月31日現在）

（単位 百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債券 ２２６ ３７０ － －
合 計 ２２６ ３７０ － －
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（当連結会計年度）

有 価 証 券

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
（単位 百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
(1)時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの
地方債 ０ ０ ０
その他 ２ ２ ０

小 計 ２ ２ ０
(2)時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの
地方債 － － －
その他 － － －

小 計 － － －
合 計 ２ ２ ０

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
（単位 百万円）

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額
(1)連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの
株式 １,９８０ ２,１３６ １５６

小 計 １,９８０ ２,１３６ １５６
(2)連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの
株式 ４,９６１ ３,７７４ △ １,１８７

小 計 ４,９６１ ３,７７４ △ １,１８７
合 計 ６,９４２ ５,９１１ △ １,０３０

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

（単位 百万円）
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

１,５２２ ３０３ ４

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成14年3月31日現在）
(1)満期保有目的の債券

非公募特別債 ３６９百万円

(2)その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） １,２１２百万円
その他 ５５

５．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
（平成14年3月31日現在）

（単位 百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

債券 ２１１ １５９ － －
合 計 ２１１ １５９ － －

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 当連結会計年度
自 平成12年4月1日 自 平成13年4月1日（ ） （ ）至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行っ 当社及び連結子会社は、特例処理を採用している
ていないので、該当事項なし。 金利スワップ以外にデリバティブ取引を行っていな

いので、該当事項なし。
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(退職給付関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日
( ) ( )
至 平成13年3月31日 至 平成14年3月31日

1. 採用している退職給付制度の概要 1. 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退 同 左

職一時金制度を設けている。また当社は退職一時金制度

に加えて、適格退職年金制度を設けている。また、従業

員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合がある。

2. 退職給付債務に関する事項(平成13年3月31日現在) 2. 退職給付債務に関する事項(平成14年3月31日現在)

退職給付債務 11,665百万円 退職給付債務 11,325百万円△ △

年金資産 4,304 年金資産 3,950

未積立退職給付債務 7,361 未積立退職給付債務 7,375△ △

会計基準変更時差異の未処理額 - 未認識数理計算上の差異 649

未認識数理計算上の差異 599 連結貸借対照表計上額純額 6,726△

連結貸借対照表計上額純額 6,761 前払年金費用 -△

前払年金費用 - 退職給付引当金 6,726△

退職給付引当金 6,761 （注）1.臨時に支払う割増退職金は含めていない。△

（注）1.臨時に支払う割増退職金は含めていない。 2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

2.連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、 簡便法を採用している。

簡便法を採用している。

(自平成12年4月1日至平成13年3月31日) (自平成13年4月1日至平成14年3月31日)3. 退職給付費用に関する事項 3. 退職給付費用に関する事項

勤務費用(注)2 593百万円 勤務費用(注)2 579百万円

利息費用 348 利息費用 350

期待運用収益 159 期待運用収益 25△ △

会計基準変更時差異の費用処理額 3,262 数理計算上の差異の費用処理額 59

数理計算上の差異の費用処理額 - 退職給付費用 963

退職給付費用 4,045 （注）1.上記退職給付費用以外に、割増退職金275百万

（注）1.上記退職給付費用以外に、割増退職金136百万 円を支払っており、特別損失として計上して

円を支払っており、特別損失として計上して いる。

いる。 2.適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控

2.適格退職年金制度に対する従業員拠出額を控 除している。

除している。 3.簡便法を採用している連結子会社の退職給付

3.簡便法を採用している連結子会社の退職給付 費用は、勤務費用に計上している。

費用は、勤務費用に計上している。

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 3.0％ 割引率 3.0％

期待運用収益率 3.2％ 期待運用収益率 0.6％

数理計算上の差異の処理年数 10年 数理計算上の差異の処理年数 10年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数による定額法により、翌期から費用 定の年数による定額法により、翌期から費用

処理することとしている。) 処理することとしている。)

会計基準変更時差異の処理年数

当連結会計年度において一括費用処理してい

る。


